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気候変動に伴う降雨量の増加と洪水規模の拡大，大規模地震の発生に対し，住民の生命・財

産を守るための地盤構造物の役割は近年，その重要性を増している．設計で考えている外力に

対して地盤構造物が想定した性能を発揮するためには，地盤性状を可能な限り正しく評価し，

現状の耐力評価を行う必要がある．本文では，非破壊で地盤内のS波速度分布を把握可能な表

面波探査の実施例として，試験盛土，河川堤防，宅地盛土の事例を紹介する．
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1. はじめに

地盤構造物の健全性を評価するための一般的な地盤性

状の物性値としては，標準貫入試験によるN値やPS検層

によるS波速度VSが広く利用されている．しかし，これ

らの方法は機材が大がかりとなるためコストや時間を多

く必要とすることや，実施地点での深さ方向の1次元的

な地盤情報しか得ることができない．このため，道路や

河川堤防などの広域線状インフラにおける地盤構造物の

内部性状を把握し，健全性を評価するためにはある程度

の時間と労力を必要とする．このような理由から昨今で

は，地盤構造物の内部性状把握にVSの2次元分布（以下，

S波速度分布とする）を迅速に得られる表面波探査を適

用する事例が増えている．

本文では，地盤構造物の内部性状の把握事例として筆

者らが実施した締固め度Dcを変化させた実大試験盛土で

の結果1)，河川増水による越水によって侵食が発生した

堤防での結果2)，最後に2018年北海道胆振東部地震で被

災した札幌市内の宅地盛土の復旧で活用した事例3)を紹

介する．

2. 表面波探査の概要

図-1は筆者らが実施している表面波探査の原理4)を概

略的に示したものである．また，写真-1は補強土壁天端

での表面波探査の実施例を示している．表面波探査は地

盤の地表付近を伝わる表面波（レイリー波）を測定・解

析することにより地盤のVSを求めることができる調査方

法である．かけや等で人工的に地表面を起振すると表面

波が発生する．この表面波の時間領域の波形記録をフー

リエ解析することで周波数と位相速度の関係を算出し，

すべての速度計での結果を重ね合わせることで位相速度

と周波数の関係である分散曲線が取得できる．一般的に

表面波はその周波数によって伝播する深度が異なり，高
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図-1 表面波探査の概念図 4)

写真-1 補強土壁での表面波探査の測線の例



周波数の波は浅い地盤を，低周波数の波は深い地盤を反

映している．波長の3分の1が深さに相当するという関係

を利用して解析の初期モデルを作成し，波形記録から算

出した高次モードを除いた分散曲線を最も良く再現する

S波速度構造を非線形最小二乗法による逆解析によって

推定することができる4)．この解析を各速度計での分散

曲線に応じて行い，各速度計で得られた1次元方向のS波
速度構造を測線方向に補間することでS波速度VSの2次元

分布が取得できる．なお，分散曲線はPark et al. 4)の表面

波多チャンネル解析を基本として，さらに複雑な地盤構

造に対応可能な林ら5), 6)が開発した表面波CMP（Common 
Mid Point）によって算出している．

既往の事例として河川堤防に対する取り組みでは，表

面波探査から得られるVSや電磁探査から得られる比抵抗

を透水係数や粒度と関連付けることで，堤体内の地盤性

状の空間分布把握手法を河川堤防統合物理探査7)として

提案されている．補強土壁の変状メカニズム解明に関す

る取り組みついて川尻ら8)や中村ら9)は，変状発生箇所で

は相対的にVSが低下することを指摘している．北出ら10)

は，港湾構造物の健全性評価に対する表面波探査の適用

性について検討しており，潮位に伴うVSの変化を表面波

探査によって把握することが可能であり，矢板式岸壁の

健全性評価への適用性が高いとしている．Watabe and 
Sassa11)は干潟を構成する独特の地質構造や微地形をVSの

分布で把握可能であるとし，ボーリング調査等の地盤調

査と比較した場合の表面波探査の有用性を報告している．

3.  表面波探査での地盤構造物のVSの測定事例

(1)締固め度が異なる実大試験盛土での事例1)

図-2は本事例で対象とした実大試験盛土の全景を示し

ている．試験盛土には降雨時の雨滴による浸食崩壊を防

止するために農業用のナイロン紗を両のり面に敷設した．

また，のり肩部のガリー浸食を防ぐために図中の挿絵に

あるようにブルーシートと土のうによって養生を行った．

試験盛土の仕様は，高さ3.0m，のり面勾配1:1.5，天端幅

3.0m，延長39.0mであり，標準的な道路一般盛土や鉄道

単純盛土を想定している．盛土中央部で低密度盛土と高

密度盛土に分かれている．盛土材料の土質分類では礫質

砂（SG）に相当する．試験盛土の施工は仕上がり厚が

0.3mとなるように転圧を行った．低密度盛土では，最適

含水比付近の試料をまき出し後，まき出しに使用したバ

ックホウによって1回転圧を行った．なお，本研究にお

ける低密度盛土は，現在の実務で取り扱われている設

計・施工体系が確立する前に施工された，締固め度およ

び耐降雨性が低く，健全性の評価が必要となる盛土を想

定している．一方で，高密度盛土では健全な盛土を想定

し，試料のまき出し後，バックホウでの1回転圧と振動

ローラーによって4回転圧を行った．盛土中央部の縦断

方向と横断方向の各箇所で1層目，3層目，5層目，7層目，

9層目の転圧完了後にRI計測12)によって乾燥密度dと含

水比wを計測した．表面波探査は，盛土天端の中央部に

測線を設けて実施した． 

図-3a),b)はそれぞれRI計測から得られたdと表面波探査

から得られたVSの分布である．盛土部のVSは，低密度盛

土ではH = 0.0 ~ 1.5mの領域でVS = 130 ~ 150m/sec程度，H = 
1.5 ~ 3.0mの領域でVS = 100 ~ 130m/sec程度の範囲で分布し

ている．一方，高密度盛土のVSは，H = 0.0 ~ 1.5mの領域

でVS = 160 ~ 180m/sec程度，H = 1.5 ~ 3.0mの領域でVS = 130 
~ 160m/sec程度の範囲で分布している．ここで低密度盛

図-2 試験盛土の全景図
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図-3 試験盛土竣工時の乾燥密度，S波速度分布 
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土では，高密度盛土と比較するとVSとdの分布の整合性

が低い．この理由として，dは盛土の施工途中で実施し

たRI計測の結果を示したものであるが，VSは盛土施工完

了後に上載圧が作用し，dが変化した条件での地盤性状

を反映しているためと考えられる．なお，H = 0.0 ~ 1.5m，

D = -12.0 ~ -8.0mの盛土表層の領域ではVSが小さく，dの

分布と概ね整合する．これは盛土表層付近では作用して

いる上載圧が小さいため，盛土完了後のdの変化が小さ

かったためと考えられる．一方で，高密度盛土のVSは低

密度盛土のVSよりも全体的な傾向として大きな値をなっ

てる．さらにVSの分布とdの分布との整合性が良い．こ

れは，高密度盛土ではdが大きいために盛土施工完了後

のdの変化が小さかったためと推察される．

(2) 越水による堤防侵食が発生した河川堤防の事例2)

2016年北海道豪雨災害の際に1級河川である常呂川で

発生した堤防の越水侵食箇所（写真-2）で表面波探査を

実施した．図-4は堤体延長方向のVS分布および堤体天端

の標高を示している．堤体天端が最も低い箇所は被災箇

所よりもやや上流側であるが，被災箇所周辺は上流側の

樋門付近よりも堤体天端が低いため，越流が発生したと

予想される．VS分布を見ると，被災箇所周辺の堤体天端

下1 ~ 2m程度まではVS = 200m/s程度であり，その他の箇

所と比較すると高速度領域となっている．開削調査の結

果から，A地点での開削断面では堤体天端下1 ~ 1.5m程度

には礫質土が分布しており，その下部には青灰色のシル

ト質土が分布していた．一方で，B地点での礫質土の層

厚は0.3m程度であり，A地点よりも小さかった．この結

果から，被災箇所付近は堤体天端高さが低いために越流

水が発生したものの堤体天端には礫質土が周辺よりも厚

く分布し，当該箇所では越流水が発生した際の相対的な

耐浸食性は高く，粘りを発揮した可能性がある．このよ

うな堤体内の地盤性状をVSの高速度領域として，表面波

探査では把握可能である．

(3)地震によって被災した宅地盛土での事例3)

2018北海道胆振東部地震では，震源から50km以上離

れた札幌市清田区里塚地区では火山灰質土で造成された

宅地盛土において液状化が発生し，これによって盛土が

流動することで戸建て住宅の沈下・傾斜などの大規模な

災害が発生した．図-5は被災箇所周辺の地形および被災

状況を示している図-5a)～d)については2018年9月7日の

状況を，図-5e)およびf)は2018年9月27日の状況を撮影し

たものである．札幌市清田区里塚地区の里塚1条1丁目で

は図-5a)や図-5d)に示すような戸建て住宅の沈下・傾斜

および周辺道路の大規模な沈下・崩壊が発生した．図-
5a)ではマンホール周辺の地盤沈下により，周囲よりも

突出した状態のマンホールが確認できる．図-6は旧地形

として，盛土内部の現・旧水路および宅地盛土造成時の

許可申請図書に基づき推定した盛土範囲と本研究で実施

した表面波探査の測線を示している．図-5に示した被害

が大きかった領域は，図-6中の盛土範囲における旧水路

と暗渠管の埋設範囲と概ね一致する．探査測線は旧水路
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図-5 2018年胆振東部地震での札幌市内での主な被災状況

図-6 旧水路および盛土範囲と表面波探査の測線



周辺での地盤性状を把握するために旧水路周辺の地盤沈

下が顕著な領域を網羅するように設定した．

4. おわりに

本文では，限定的ではあるが，筆者が実施した地盤性

状を把握するための表面波探査を活用した事例を紹介し

た．表面波探査はそれほど最新の技術ではなく，約20年
前にはPisaの斜塔周辺での地盤調査に活用した事例が報

告されている12)．一方で，同様に原位置試験でVSを得る

ことができるPS検層と比較して表面波探査の原理がや

や複雑である点や，市販の解析ソフトがブラックボック

ス化されていることもあってか「解析者の技量に左右さ

れ，上手く行かない事例が多い探査」と認識していると

いう声をよく耳にする．しかし，本文で示した結果は主

に筆者の指導学生が解析したものである（もちろん，著

者は都度，解析の経過と結果の確認をしている）．市販

の解析ソフトであっても経験を積むことで本文で紹介し

た結果は得られるといえる．この結果の精度の良し悪し

は読者の判断に委ねるしかないが，現在の表面波探査は

決して「上手く行かない探査」ではないと筆者らは考え

ている．最後に本文の結果が読者の地盤調査手法の選択

時の一助となれば幸いである．
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図-7 代表的な測線におけるVS分布の比較

：推定盛土範囲
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